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コード番号 ２４１８ 本社所在都道府県 東京都
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代　　表　　者　役職名 代表取締役社長 氏名　塚田　正之

問合せ先責任者　役職名 経営企画室マネージャー 氏名　重田　光男 ＴＥＬ（03）5464－0081

決算取締役会開催日 平成17年８月12日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 平成－年－月－日 単元株制度採用の有無 無

１．平成17年６月中間期の業績（平成17年１月１日～平成17年６月30日）

(1）経営成績 （百万円未満切捨）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年６月中間期 6,930 △1.0 623 △35.7 627 △30.8

16年６月中間期 7,000 － 969 － 906 －

16年12月期 14,412 1,803 1,622

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

17年６月中間期 318 △18.7 23,421 48

16年６月中間期 392 － 30,626 71

16年12月期 728 56,274 34

（注）①期中平均株式数 17年６月中間期 13,600株 16年６月中間期 12,800株 16年12月期 12,944株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）配当状況  

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円 銭 円 銭

17年６月中間期 0 00 　　　　――――――

16年６月中間期 0 00 　　　　――――――

16年12月期 　　　　―――――― 0 00

(3）財政状態 （百万円未満切捨）

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年６月中間期 12,929 3,230 25.0 237,525 55

16年６月中間期 9,068 1,532 16.9 119,742 36

16年12月期 11,630 2,911 25.0 214,104 07

（注）①期末発行済株式数 17年６月中間期 13,600株 16年６月中間期 12,800株 16年12月期 13,600株

②期末自己株式数 17年６月中間期 －株 16年６月中間期 －株 16年12月期 －株

２．平成17年12月期の業績予想（平成17年１月１日～平成17年12月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通　期 15,800 1,750 850 0 00 0 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　62,500円00銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の９ページを参照して下さい。
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７．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成16年６月30日）
当中間会計期間末

（平成17年６月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成16年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 2,301,265   3,048,394   3,790,817   

２．売掛金  38,510   41,381   30,076   

３．たな卸資産  9,357   227,943   87,472   

４．その他  407,900   600,701   597,692   

貸倒引当金  △240   △1,000   △500   

流動資産合計   2,756,794 30.4  3,917,420 30.3  4,505,558 38.7

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 4,026,991   4,789,664   3,995,846   

(2）構築物  746,287   719,790   710,559   

(3）その他 ※２ 145,357   1,387,129   988,410   

計  4,918,636   6,896,585   5,694,816   

２．無形固定資産  18,987   44,137   18,732   

３．投資その他の資産           

(1）保証金 ※２ 619,092   921,839   596,499   

(2）その他 ※２ 723,668   1,110,837   793,771   

計  1,342,760   2,032,677   1,390,270   

固定資産合計   6,280,384 69.3  8,973,400 69.4  7,103,819 61.1

Ⅲ　繰延資産   31,275 0.3  38,758 0.3  20,850 0.2

資産合計   9,068,453 100.0  12,929,579 100.0  11,630,227 100.0
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前中間会計期間末

（平成16年６月30日）
当中間会計期間末

（平成17年６月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成16年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金  649,196   713,868   596,057   

２．短期借入金  110,000   －   70,000   

３．一年以内返済長期借入金 ※２ 988,575   1,118,944   1,047,400   

４．未払法人税等  378,868   305,087   594,342   

５．前受金  744,908   908,829   593,434   

６．その他 ※４ 710,158   939,584   810,479   

流動負債合計   3,581,707 39.5  3,986,313 30.8  3,711,714 31.9

Ⅱ　固定負債           

１．社債  1,230,000   1,950,000   1,140,000   

２．長期借入金 ※２ 2,009,263   3,015,319   3,142,991   

３．預り営業保証金  545,000   545,000   545,000   

４．退職給付引当金  12,814   19,682   14,948   

５．役員退職慰労引当金  104,400   125,400   125,300   

６．その他  52,566   57,517   38,458   

固定負債合計   3,954,044 43.6  5,712,918 44.2  5,006,698 43.1

負債合計   7,535,751 83.1  9,699,232 75.0  8,718,412 75.0

           

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   64,000 0.7  472,000 3.7  472,000 4.1

Ⅱ　資本剰余金           

  １．資本準備金  －   634,720   634,720   

  　資本剰余金合計   － －  634,720 4.9  634,720 5.4

Ⅲ　利益剰余金           

１．利益準備金  8,000   8,000   8,000   

２．任意積立金  15,000   15,000   15,000   

３．中間（当期）未処分利益  1,445,702   2,100,627   1,782,095   

利益剰余金合計   1,468,702 16.2  2,123,627 16.4  1,805,095 15.5

資本合計   1,532,702 16.9  3,230,347 25.0  2,911,815 25.0

負債資本合計   9,068,453 100.0  12,929,579 100.0  11,630,227 100.0
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   7,000,768 100.0  6,930,407 100.0  14,412,531 100.0

Ⅱ　売上原価   5,174,340 73.9  5,032,156 72.6  10,611,265 73.6

売上総利益   1,826,427 26.1  1,898,251 27.4  3,801,266 26.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費   856,760 12.2  1,274,945 18.4  1,998,061 13.9

営業利益   969,667 13.9  623,306 9.0  1,803,205 12.5

Ⅳ　営業外収益 ※１  16,199 0.2  100,289 1.5  31,333 0.2

Ⅴ　営業外費用 ※２  79,112 1.1  96,373 1.4  212,384 1.4

経常利益   906,754 13.0  627,222 9.1  1,622,154 11.3

Ⅵ　特別損失 ※３  152,866 2.2  10,634 0.2  170,974 1.2

税引前中間（当期）純利益   753,887 10.8  616,588 8.9  1,451,179 10.1

法人税、住民税及び事業税 ※５ 361,866   298,056   815,445   

法人税等調整額  － 361,866 5.2 － 298,056 4.3 △92,680 722,764 5.0

中間（当期）純利益   392,021 5.6  318,532 4.6  728,415 5.1

前期繰越利益   1,053,680   1,782,095   1,053,680  

中間（当期）未処分利益   1,445,702   2,100,627   1,782,095  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価方

法

(1）有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

(1）有価証券

　　　　 ─────

(1）有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のないもの

同左

その他有価証券

時価のないもの

同左

 (2）デリバティブ

時価法

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

 (3）たな卸資産

貯蔵品…最終仕入原価法

(3）たな卸資産

商品…個別法による原価法

貯蔵品…最終仕入原価法

(3）たな卸資産

商品…同左

貯蔵品…同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産…定率法

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（付属設備を除

く）については定額法を採用して

おります。

　なお、定期借地権契約による借

地上の建物及び構築物については、

耐用年数を定期借地権の残存期間、

残存価額を零とした定額法によっ

ております。

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産…定額法

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいておりま

す。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用…定額法 (3）長期前払費用…同左 (3）長期前払費用…同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れに備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認め

られる額を計上しております。

(2）退職給付引当金

同左

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務見込額に基づき計上しておりま

す。

 (3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

同左

(3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。また、金利スワップについ

て特例処理の条件を満たしている

場合には特例処理を採用しており

ます。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約、通貨スワップ、金

利スワップ

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約、通貨オプション、

通貨スワップ、金利スワップ

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

 ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務、外貨建

予定取引、借入金

ヘッジ対象

同左

ヘッジ対象

同左

 (3）ヘッジ方針

　当社の利用するデリバティブ取

引は、為替変動リスク及び金利変

動リスクをヘッジするために実需

に基づき行うこととしており、投

機を目的とした取引は行わないこ

ととしております。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動とヘッジ

手段の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の間に高い相関関係が

あることを確認し、有効性の評価

方法としております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

６．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左

(1）消費税等の会計処理

同左

追加情報

前中間会計期間
（自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

（賞与引当金）

　従業員に対する賞与につきましては、

従来、支給対象期間に応じた支給見込

額を引当金として計上しておりました

が、当中間会計期間に支給対象期間の

変更を行ったことに伴い、当中間会計

期間末においては債務として確定する

こととなったため、流動負債の「その

他（未払費用）」に含めて表示してお

ります。

────── （賞与引当金）

　従業員に対する賞与につきましては、

従来、支給対象期間に応じた支給見込

額を引当金として計上しておりました

が、当事業年度に支給対象期間の変更

を行ったことに伴い、当事業年度末に

おいては債務として確定することと

なったため、流動負債の「その他（未

払費用）」に含めて表示しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成16年６月30日）

当中間会計期間末
（平成17年６月30日）

前事業年度末
（平成16年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

1,061,056千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

1,664,246千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

1,359,082千円

※２．担保に供している資産及びこれに対応す

る債務は次のとおりであります。

※２．担保に供している資産及びこれに対応す

る債務は次のとおりであります。

※２．担保に供している資産及びこれに対応す

る債務は次のとおりであります。

（担保に供している資産） （担保に供している資産） （担保に供している資産）

現金及び預金 108,022千円

建物 2,830,736千円

保証金 138,973千円

投資その他の資産  

その他

（長期性預金）
271,075千円

合計 3,348,807千円

現金及び預金 88,030千円

建物 3,415,328千円

有形固定資産  

その他（土地） 402,402千円

保証金 50,000千円

投資その他の資産  

その他

（長期性預金）
276,550千円

合計 4,232,311千円

現金及び預金 108,027千円

建物 2,744,023千円

有形固定資産  

その他

（建設仮勘定）
363,708千円

その他（土地） 402,402千円

保証金 50,000千円

投資その他の資産  

その他

（長期性預金）
260,525千円

合計 3,928,687千円

（上記に対応する債務） （上記に対応する債務） （上記に対応する債務）

長期借入金 1,778,756千円

（一年以内返済長期借入金を含む）

債務保証 460,827千円

（関係会社の借入金債務）

長期借入金 2,474,125千円

（一年以内返済長期借入金を含む）

債務保証 934,739千円

（関係会社の借入金債務）

長期借入金 2,954,936千円

（一年以内返済長期借入金を含む）

債務保証 390,787千円

（関係会社の借入金債務）

３．偶発債務

債務保証

　次の関係会社の金融機関からの借入に

対し債務保証を行っております。

３．偶発債務

債務保証

　次の関係会社の金融機関からの借入に

対し債務保証を行っております。

３．偶発債務

債務保証

　次の関係会社の金融機関からの借入に

対し債務保証を行っております。

保証先
金額

（千円）
内容

Best Bridal 
Hawaii,Inc.

460,827 借入債務

㈱ベストプラン
ニング

138,896 借入債務

合計 599,723 －

保証先
金額

（千円）
内容

Best Bridal 
Hawaii,Inc.

934,739 借入債務

㈱ベストプラン
ニング

85,580 借入債務

合計 1,020,319 －

保証先
金額

（千円）
内容

Best Bridal 
Hawaii,Inc.

390,787 借入債務

㈱ベストプラン
ニング

116,681 借入債務

合計 507,468 －

Best Bridal Hawaii,Inc.の外貨建債務保証は、

4,250千米ドルであります。

Best Bridal Hawaii,Inc.の外貨建債務保証は、

8,450千米ドルであります。

Best Bridal Hawaii,Inc.の外貨建債務保証は、

3,750千米ドルであります。

※４．消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動

負債の「その他」に含めて表示しておりま

す。

※４．消費税等の取扱い

　　　　　　　　　同左

※４．　　　　─────

　５．　　　　───── 　５．当社においては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行３行とシンジケー

ション方式によるコミットメントライン

契約を締結しております。契約に基づく

当中間会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

貸出コミットメント

の総額
1,500,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,500,000千円

　５．　　　　─────
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 2,839千円

関係会社業務受託料 9,600千円

受取利息 6,151千円

協賛金収入 33,380千円

関係会社業務受託料 9,600千円

為替差益 39,032千円

受取利息 5,779千円

関係会社業務受託料 19,200千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 42,525千円

社債利息 8,923千円

社債発行費償却 10,425千円

為替差損 13,699千円

支払利息 53,208千円

社債利息 10,201千円

社債発行費償却 16,091千円

支払手数料 16,869千円

支払利息 91,581千円

社債利息 16,786千円

社債発行費償却 20,850千円

為替差損 48,134千円

※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの

建物除却損 98,911千円

構築物除却損 4,461千円

事業所閉鎖費用 48,118千円

建物除却損 10,287千円

器具備品除却損 347千円

建物除却損 112,835千円

構築物除却損 7,076千円

事業所閉鎖費用 49,687千円

（事業所閉鎖費用の主なものは、原状回復

費用及び保証金償却額であります。）

 （事業所閉鎖費用の主なものは、原状回復

費用及び保証金償却額であります。）

 

４．減価償却実施額 ４．減価償却実施額 ４．減価償却実施額

有形固定資産 274,478千円

無形固定資産 1,682千円

有形固定資産 309,356千円

無形固定資産 2,086千円

有形固定資産 588,597千円

無形固定資産 3,617千円

※５．当中間会計期間における税金費用につい

ては、簡便法による税効果会計を適用し

ているため、法人税等調整額は「法人税、

住民税及び事業税」に含めて表示してお

ります。

※５．　　　　　　同左 ※５．　　　　─────

－ 38 －



①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

有形固定資産
その他
（器具備品）

1,316,253 497,108 819,145

有形固定資産
その他
（車両運搬具）

21,816 4,795 17,020

合計 1,338,070 501,904 836,165

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

有形固定資産
その他
（器具備品）

1,221,643 627,547 594,096

有形固定資産
その他
（車両運搬具）

16,549 5,501 11,047

合計 1,238,193 633,049 605,144

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

有形固定資産
その他
（器具備品）

1,208,051 528,024 680,026

有形固定資産
その他
（車両運搬具）

16,549 3,813 12,735

合計 1,224,600 531,837 692,762

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 239,188千円

１年超 637,868千円

合計 877,057千円

１年内 231,733千円

１年超 416,198千円

合計 647,932千円

１年内 228,110千円

１年超 506,307千円

合計 734,418千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 152,591千円

減価償却費相当額 127,748千円

支払利息相当額 28,700千円

支払リース料 133,663千円

減価償却費相当額 113,137千円

支払利息相当額 20,560千円

支払リース料 295,968千円

減価償却費相当額 248,668千円

支払利息相当額 53,722千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 2,073千円

１年超 2,155千円

合計 4,228千円

１年内 91,327千円

１年超 311,014千円

合計 402,342千円

１年内 1,470千円

１年超 1,721千円

合計 3,191千円

②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

前事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

１株当たり純資産額 119,742円36銭

１株当たり中間純利

益金額
30,626円71銭

１株当たり純資産額 237,525円55銭

１株当たり中間純利

益金額
23,421円48銭

１株当たり純資産額 214,104円07銭

１株当たり当期純利

益金額
56,274円34銭

　潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式がないた

め記載しておりません。

　

　当社は、平成16年３月10日付で株式

１株につき２株の株式分割を、平成16

年５月11日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度にお

ける１株当たり情報については、以下

のとおりとなります。

　

　潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式がないた

め記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がないた

め記載しておりません。

　

　当社は、平成16年３月10日付で株式

１株につき２株の株式分割を、平成16

年５月11日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度にお

ける１株当たり情報については、以下

のとおりとなります。

１株当たり純資産額 89,115円65銭

１株当たり当期純利

益金額
33,702円77銭

１株当たり純資産額 89,115円65銭

１株当たり当期純利

益金額
33,702円77銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がないた

め記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がないた

め記載しておりません。

　（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成16年１月１日
至　平成16年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日)

前事業年度
(自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日)

中間（当期）純利益（千円） 392,021 318,532 728,415

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
392,021 318,532 728,415

期中平均株式数（株） 12,800 13,600 12,944

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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